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＜様式 A＞ 

課題番号：EX2x-xxx-xx 

令和  年  月  日 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

理事長 殿 

 

合算使用申請書 

 

（機関名） 

（部署・職名） 

（担当者氏名） 

※機関の代表者（代表者から権限を委任された者でも可） 

 

他の研究費との合算による研究機器の調達について、以下の通り申請します。 

グローバル卓越人材招へい研究大学強化事業 

海外若手研究者氏名：○○ ○○ 

 

１．研究機器名（品名・規格・数量）： 

設置場所： 

 

２．見込金額    金            円 

（うち、JST 助成金事業費による負担額    円） 

 

３．研究機器の使用者並びに充当する経費及び負担率 

 

 

４．必要理由 

 

 

５．負担率算出根拠 

 

 

６．海外若手研究者の他機関移籍時の取扱い 

 

 

 

 

※合算後の合計見込金額（消費税込）が、 

＠50 万円以上の研究機器を対象とします。 

※こちらの記載は見込額ですが、 

最終的には、確定額全額（他資金分を含む。）

を、当該事業の「収支簿」「収支決算書」に記

載する必要があります。 

※但し、実績が＠50 万円を下回った場合は、

上記の後段の対応は無用です。 

※研究機器の使用目的及び合算購入が必要な理由を記載ください。 

※按分の考え方、購入後の管理方法などについて具体的に記載ください。 

※３．の負担率の算出根拠であり、年間計画上の使用想定時間数、日数等でも可。 

※必ずしも合計が 365 日にならなくても構いません。 

※特に複数の選抜学生の研究資金を合算する場合は、必ず事前に移籍時の取扱いについて 

機関事務局を交えた当事者間で協議し、その結果を具体的に記載ください。 

※また、現時点における JST 研究期間中の移籍の可能性の有無についても記載ください。 



 

【251001】 

＜ 様式Ａ＞ 

研究機器の利用及び経費負担計画 

 

研究機器名：  

機器使用者 

氏名・所属 

配分機関 

外部資金もしくは自機関財源の

別(括弧内は事業名、資金名等) 

研究期間 

資金種別 

(委託費・寄付

金・補助金等) 

負担率 
機器の所有権 

(自機関もしくは配分機関) 

合算要件クリア 

(配分機関の了解) 

    %   

    %   

    %   

 

（留意点） 

※ 機器使用者は合算する資金の配分を受けている研究者となります。（例：JST の当該助成事業ならば海外若手研究者、科研費ならば補助

事業者） 

※ 海外若手研究者が他機関へ異動となる場合でも当該助成事業による研究推進に影響が出ないよう（引き続き利用出来るよう）、所属機関

の物品管理担当者に確認の上、機器使用者間で協議の上、事前に取り決めください。 

※ 他の資金の合算要件を満たしているか確認の上（必要に応じて配分元機関にも相談の上）、申請ください。 


